
○ 人口減少・少子高齢化が進む中、相続件数の増加、
土地の利用ニーズの低下と所有意識の希薄化が進行。
今後、所有者不明土地の更なる増加が見込まれ、
その利用の円滑化の促進と管理の適正化は喫緊の課題。

※ 令和２年土地基本法改正：基本理念として土地の適正な「管理」を明確化

◆ 所有者不明土地を公益性の高い施設として活用する「地域
福利増進事業」について、激甚化・頻発化する自然災害に
対応するための施設としての利用ニーズが高まっている。

◆ 所有者不明土地が適正に管理されていないことにより、
周辺地域に深刻な悪影響を及ぼすことが懸念されている。

◆ 所有者不明土地対策は地域における関係者が一体となって
着実に取り組むことが不可欠である。

措置を講じ

ていない

５６％
措置を

講じた ４４％

① 地域福利増進事業の対象事業の拡充

・ 現行の広場や公民館等に加え、
備蓄倉庫等の災害関連施設や
再生可能エネルギー発電設備の
整備に関する事業を追加

② 地域福利増進事業の事業期間の延長 等

・ 購買施設や再生可能エネルギー発電設備等を
民間事業者が整備する場合、土地の使用権の
上限期間を現行の10年から20年に延長

・ 事業計画書等の縦覧期間を６月から２月に短縮

③ 地域福利増進事業等の対象土地の拡大

・ 損傷、腐食等により利用が困難であり、引き続き
利用されないと見込まれる建築物が存する土地
であっても、地域福利増進事業
や土地収用法の特例手続（収用

委員会の審理手続を省略）の対象
として適用

●所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律案

法案の概要

背景・必要性

１．利用の円滑化の促進

① 勧告・命令・代執行制度

・ 引き続き管理が実施されないと見込まれる
所有者不明土地等について、周辺の地域に
おける災害等の発生を防止するため、
市町村長による勧告・命令・代執行制度を創設

② 管理不全土地管理制度に係る民法の特例

・ 引き続き管理が実施されないと見込まれる
所有者不明土地等について、民法上利害
関係人に限定されている管理不全土地管理
命令の請求権を市町村長に付与

③ 管理の適正化のための所有者探索の迅速化

・ 上記の勧告等の準備のため、土地の所有者の
探索のために必要な公的情報の利用・提供を
可能とする措置を導入

２．災害等の発生防止に向けた管理の適正化

① 所有者不明土地対策に関する計画制度及び協議会制度 ※予算関連

・ 市町村は、所有者不明土地の利用の円滑化及び管理の適正化等を図る施策に関し、
所有者不明土地対策計画の作成や所有者不明土地対策協議会の設置が可能

② 所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定制度

・ 市町村長は、特定非営利活動法人や一般社団法人等を所有者不明土地利用円滑化等推進法人として指定
・ 推進法人は、市町村長に対し、計画の作成の提案や管理不全土地管理命令の請求の要請が可能

③ 国土交通省職員の派遣の要請

・ 市町村長は、計画の作成や所有者探索を行う上で、必要に応じ、国土交通省職員の派遣の要請が可能

３．所有者不明土地対策の推進体制の強化

＜予算関連法律案＞

備蓄倉庫

建築物のイメージ

高台から瓦礫や岩石、
柵等が落下するおそれ

豪雨の度に
土砂崩れが多発

【目標・効果】
① 地域福利増進事業における土地の使用権の設定数
② 所有者不明土地対策計画の作成数
③ 所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定数

不動産

登記簿上で

所有者不明

２２％

所有者判明

７８％

(措置実施)

住民から市町村に苦情のあった
管理不全土地への対応状況
（令和元年度国土交通省調査より作成。

1029市町村が回答。）

： 施行後５年間で累計75件（R３.11時点で申請１件）

： 施行後５年間で累計150件
： 施行後５年間で累計75団体

所有者不明土地法 附則（平成30年制定時）

２ 政府は、この法律の施行後三年を経過した場
合において、この法律の施行の状況について検
討を加え、必要があると認めるときは、その結
果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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●盛土等による災害から国民の生命・身体を守るため、 「宅地造成等規制法」を法律名・目的も含
めて抜本的に改正し、土地の用途（宅地、森林、農地等）にかかわらず、危険な盛土等を全国一
律の基準で包括的に規制

● 宅地造成等規制法の一部を改正する法律案

【目標・効果】 危険な盛土等を包括的に規制し、盛土等に伴う災害を防止

（KPI） ○規制区域を指定する都道府県等（都道府県、政令市、中核市）の数 ⇒ 施行後５年以内に全都道府県等

⇒ ・市街地や集落、その周辺など、人家等が存在するエリアについて、森林や農地を含めて広く指定
・市街地や集落等からは離れているものの、地形等の条件から人家等に危害を及ぼしうるエリア（斜面地等）も指定

◆ 都道府県知事等が、盛土等により人家等に被害を及ぼしうる区域を規制区域として指定

◆ 規制区域内で行われる盛土等を 都道府県知事等の許可の対象に

規制区域

規制対象

４．実効性のある罰則の措置

◆ 罰則が抑止力として十分機能するよう、無許可行為や命令違反等に対する懲役刑及び罰金刑
について、条例による罰則の上限（懲役２年以下、罰金100万円以下）より高い水準に強化

罰則

３．責任の所在の明確化
◆ 盛土等が行われた土地について、土地所有者等が常時安全な状態に維持する責務を
有することを明確化

管理責任

監督処分 ◆ 災害防止のため必要なときは、土地所有者等だけでなく、原因行為者に対しても、
是正措置等を命令

２．盛土等の安全性の確保

◆ 盛土等を行うエリアの地形・地質等に応じて、災害防止のために必要な許可基準を設定許可基準

中間検査
完了検査

◆ 許可基準に沿って安全対策が行われているかどうかを確認するため、

①施工状況の定期報告、②施工中の中間検査及び③工事完了時の完了検査を実施

１．スキマのない規制

法案の概要

〇静岡県熱海市で大雨に伴って盛土が崩落し、土石流が発生
→ 甚大な人的・物的被害（令和３年７月）

〇盛土の総点検において、点検が必要な箇所は約３．６万箇所
（１１月末暫定集計）。

危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する法制度が必要

死者・行方不明者28名、住宅被害98棟

廃棄された土石の崩落
軽傷者1名、県道通行止め

廃棄された土石の崩落
死者１名、重傷者1名、住宅被害1棟

R3.7 静岡県熱海市

Ｈ21.7 広島県東広島市

〇宅地の安全確保、森林機能の確保、農地の保全等を
目的とした各法律により、開発を規制
→各法律の目的の限界等から、盛土等の規制が必ずしも
十分でないエリアが存在
（一部の地方公共団体では条例を制定して対応）

現行制度上の課題

盛土をめぐる現状

R3.6 千葉県多古町

背景・必要性

※ 法律名を「宅地造成及び特定盛土等規制法」に改正。通称”盛土規制法”
※ 国土交通省・農林水産省による共管法とし、両省が緊密に連携して対応

※ 当該盛土等を行った造成主や工事施工者、過去の土地所有者等も、原因行為者として命令の対象になり得る。

※ 宅地造成等の際の盛土だけでなく、単なる土捨て行為や一時的な堆積についても規制

国土交通大臣及び農林水産大臣は、盛土等に伴う災害の防止に関する基本方針を策定

※ 全国知事会等からも法制化による全国統一の基準・規制を設けることについて要望あり

資料C



① 市町村は、農業者、農業委員会、農地バンク、農協、土地改良区等

による協議の場を設け、将来の農業や農地利用の姿について話合いを

実施 （基盤法第18条）

② これを踏まえて、市町村は、地域の将来の農業の在り方、将来の農

地の効率的かつ総合的な利用に関する目標（目標とする農地利用の姿

を示した地図を含む）等を定めた「地域計画」を策定・公告

その際、農業委員会は、農地バンク等と協力して目標とする地図の素案

を作成 （基盤法第19条及び第20条）

※ 地域計画は、施行期日から２年を経過する日までの間に策定
（附則第４条）

＜地域計画の策定（人・農地プランの法定化）＞

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律案の概要

法律案の概要

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

農業者の減少の加速化が見込まれる中、生産の効率化やスマート農業の

展開等を通じた農業の成長産業化に向け、分散錯圃の状況を解消し、農地の

集約化等を進めるとともに、人の確保・育成を図る措置を講ずることが必要

背 景

T県N市の認定
農業者(水稲専
作)の事例

【分散錯圃の状況※】

施行期日

※ ・経営面積16.4haが、70カ所に分散（１か所当たり平均23a。写真は一部）

・最も離れている農地間の直線距離は５km

人・農地関連法案

① 農業委員会は、地域計画の達成に向け、農地所有者等
による農地バンクへの貸付け等を促進し、農地バンクは、
農地の借入れ等を農地所有者等に積極的に申入れ

（基盤法第21条第１項、機構法第８条第３項第３号）

② 通常の地域計画を策定した地域について、追加的に、
地域計画の特例として、３分の２以上の農地所有者等の
同意を得た場合、農地を貸し付けるときは農地バンクと
することを提案できる仕組みを措置

（基盤法第22条の３及び第22条の４）

③ 農地バンクは、地域計画の達成に向け、「農用地利用
集積等促進計画」を策定し、農地の貸借等を促進
また、農業委員会が同計画を定めるべき旨を要請した場

合、農地バンクはその内容を勘案して計画を策定
（現行の市町村の利用集積計画は、農用地利用集積等促進計画
に統合） （機構法第18条）

④ 農家負担ゼロの基盤整備事業の対象に、農地バンクが
農作業の委託等を受けている農地を追加（基盤法第22条の６）

⑤ 農地バンクに対する遊休農地の貸付けに係る裁定等に
おける貸付期間の上限を延長（20年→40年）

（農地法第39条第３項等）

⑥ 農業委員会による農地利用最適化推進指針の策定を義
務化 （農委法第７条第１項）

＜農地の集約化等＞

① 都道府県が、農業を担う者の確

保・育成に関する方針を策定し、

農業経営・就農支援を行う体制を

整備 （基盤法第５条及び第11条の11）

② 認定農業者に係る措置

ア 公庫が、認定農業者向けの「資

本性劣後ローン」を融資
（基盤法第13条の３）

イ 認定農業者の加工・販売施設等

に係る農地転用許可手続をワンス

トップ化
（基盤法第12条、第13条の２及び第14条）

③ 農地の取得に係る下限面積要件を

廃止 （旧農地法第３条第２項第５号）

④ 農協による農業経営に係る組合員

の同意手続を緩和
（農協法第11条の50第３項）

＜人の確保・育成＞

現状

目標地図
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●脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律案

法案の概要

建築物分野の省エネ対策の徹底、吸収源対策としての木材利用拡大等を通じ、脱炭素社会の実現に寄与

○ 2013年度からの対策の進捗により、建築物に係るエネルギー消費量を約889万kL削減（2030年度）

【目標・効果】

背景・必要性

○ 2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46％削減（2013年度比）

の実現に向け、エネルギー消費の約3割を占める建築物分野での省エネ対策の加速

○ あわせて、木材需要の約4割を占める建築物分野での木材利用を促進し、

吸収源対策の強化に寄与

○ 「成長戦略フォローアップ」（2021年6月18日閣議決定）

・ 建築基準法令について、木材利用の推進、既存建築物の有効活用に向け、2021年中に基

準の合理化等を検討し、2022年から所要の制度的措置を講ずる

１．省エネ対策の加速 【建築物省エネ法・建築基準法・住宅金融支援機構法】

・ 全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け

（現行は中大規模の非住宅 ） ※十分な準備期間を確保

・ 省エネ改修に対する住宅金融支援機構による低利融資
制度を創設

・ 市町村が定める再エネ利用促進区域内について、建築士

から建築主へ再エネ導入効果の説明義務を導入

２．木材利用の促進 【建築基準法・建築士法】

・ 大規模建築物について、大断面材を活用した建物全体の

木造化や、区画※を活用した部分的な木造化を可能とする

・ 防火規制上、別棟扱いを認め、低層部分の木造化を可能に

・ 二級建築士でも行える簡易な構造計算で建築可能な

３階建て木造建築物の拡大 等

① 防火規制の合理化

② 構造規制の合理化

① 省エネ性能の底上げ・より高い省エネ性能への誘導

② ストックの省エネ改修や再エネ設備の導入促進

・ トップランナー制度（大手事業者による段階的な性能向上）の拡充、

誘導基準の強化等を通じ、ZEH・ZEB水準へ誘導

・ 販売・賃貸時における省エネ性能表示の推進

＜その他＞ 省エネ基準等に係る適合性チェックの仕組みを整備 等

※ 高い耐火性能の壁・床での区画により延焼抑制

○ ストック平均で、 ZEH・ZEB（ﾈｯ
ﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ/ﾋﾞﾙ）水準
の省エネ性能の確保を目指す

【2050年】

【2030年】

○ 新築について、ZEH・ZEB水準
の省エネ性能の確保を目指す

2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けた取組

抜本的な取組の強化が必要不可欠

戸建住宅の外壁・窓の断熱仕様例（東京の場合）

断熱材厚さ85mm

アルミ
サッシ

≪

室
内
側≫

≪

屋
外
側≫

透明複層ガラス

省エネ基準

断熱層

内装材

面材

通気層

外装材

＜外壁＞ ＜窓＞

断熱材厚さ105mm

アルミ樹脂
複合サッシ

≪

屋
外
側≫

Low-E複層ガラス

≪

室
内
側≫

断熱層

内装材

面材

通気層

外装材

ＺＥＨ基準

＜外壁＞ ＜窓＞・ 省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等

の合理化

（高さ13m以下→16m以下） 【別棟扱い】

木造化

低層部分

高層部分

従来、低層部分も
耐火構造とする必要

延焼を遮断
する壁等

【区画内での木造化】

メゾネット住戸内の部分
(中間床や壁・柱等)を木造化
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